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日本の不良債権問題と金融再生

平成19年12月

第３回 国際コンファレンス

「金融の安定と金融部門の監督

-過去10年の教訓と今後の対応-」
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第３回国際コンファレンス（レジュメ）

１．日本における不良債権問題の発生と銀行破綻

（１） バブル期における銀行行動

（２） バブル崩壊による不良債権問題の発生

（３） 銀行破綻とその原因

（４） 政府の対応

・ ペイオフ凍結

・ 早期是正措置導入

・ 大手銀行集中検査

・ 破綻処理制度（金融再生法）

・ 公的資本注入（健全化法）

２． 不良債権問題の深刻化

（１） デフレの進行と大口債務者の経営悪化

（２） 銀行のリスク管理の欠陥

（３） 銀行の貸出余力の減退

（格付け低下、ジャパンプレミアム、貸し渋り）

（４） 政府の対応

・ 金融検査マニュアルの策定

・ 不良債権の洗出しと早期処理

（特別検査、２年３年ルール）

・ 金融再生プログラム

・ 不良債権処理の進捗状況
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日本の不良債権問題を巡る主な出来事①

1980年代 バブル経済の発生

貿易黒字削減の圧力、急速な円高の進行、低調な経済成長

⇒ 景気拡大を狙った公定歩合の引き下げ

⇒ 低金利政策の長期化 ⇒ 不動産、株式等への投機

⇒ バブル経済の発生 （1980年代半ば以降）

1990年代 不良債権問題の発生と深刻化

バブル経済の崩壊 ⇒ 長期化する景気後退、資産デフレ、銀行の不良債権問題
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日本の不良債権問題を巡る主な出来事②

1990年代 不良債権問題の発生と深刻化

（主な出来事）

1994年 東京協和信組、安全信組の破綻

1995年 兵庫銀行の破綻

破綻した住宅金融専門会社の処理に約6800億円の公的資金を投入

1996年 預金等全額保護を決定（2001年3月まで）（ペイオフ凍結）

1997年 北海道拓殖銀行、山一證券等の破綻

1998年 金融監督庁発足、日本銀行と連携して大手行集中検査

金融再生法（破綻処理制度）、早期健全化法（公的資本増強）施行

日本長期信用銀行、日本債券信用銀行の国有化

銀行の格付け低下、ジャパンプレミアム、貸し渋り

1999年 「金融検査マニュアル」公表

大手15行、地域銀行４行への資本増強、第二地方銀行５行の破綻
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日本の不良債権問題を巡る主な出来事③

2000年代 不良債権問題の正常化

2000年 金融庁発足

2001年 不良債権の直接償却の促進（２年３年ルールの策定等）

特別検査の実施（主要行）

預金等全額保護の延長（2005年３月まで）

2002年 破綻第二地銀２行の承継銀行（ブリッジバンク）の設立

「金融再生プログラム」公表

2003年 主要行（りそな銀行）への資本増強

大手地方銀行（足利銀行）の一時国有化

2004年 「金融改革プログラム」公表

2005年 ペイオフ解禁の実施

主要行の不良債権比率半減目標達成（2002年３月期8.4% ⇒ 2005年３月期2.9%）
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金融機関の破綻件数

（注）預金取扱金融機関数は1990年 1012 → 2006年度 582と推移

年度（平成） 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

西暦 ９０ ９１ ９２ ９３ ９４ ９５ ９６ ９７ ９８ ９９ ００ ０１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ 総計

総件数 0 1 1 2 4 6 5 17 30 44 14 56 0 1 0 0 0 181

銀行 0 1 0 0 0 2 1 3 5 5 0 2 0 1 0 0 0 20

信用金
庫

0 0 1 1 0 0 0 0 0 10 2 13 0 0 0 0 0 27

信用組
合

0 0 0 1 4 4 4 14 25 29 12 41 0 0 0 0 0 134
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金融破綻の推移とセイフティ・ネットの整備

年度 破綻件数

● 預金保険制度創設（71/4）

0 [上限つき預金保護；保険金支払い方式]

● 資金援助方式の導入(86/7)

91 1 （91/7）  東邦相互銀行　【（貸付80）】

92 1 （92/4） 東洋信用金庫　【200】

93 2
（94/12） 東京協和信用組合
（94/12） 安全信用組合　【2信組で400】 ● 東京共同銀行の設立(95/1)

（95/7） コスモ信用組合　　【1,250】

（95/8） 兵庫銀行 　【4,730】

（95/8） 木津信用組合 　【10,044】

(96/3) 太平洋銀行 　【1,170】 ● 整理回収銀行の設立

(96/11) 阪和銀行 　【812】 ● 特別資金援助（預金全額保護）の制度化
● 保険料引上げと特別保険料の導入

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(96/6)

(97/10) 京都共栄銀行 　【436】
〈三洋証券が会社更生法申請（97/11）〉 ● 新設合併など処理手法の多様化(97/12)

(97/11) 北海道拓殖銀行 　【17,631】 ● 預金等全額保護のための公的資金導入
〈山一證券が自主廃業発表（97/11）〉 ● 整理回収銀行の業務範囲拡大

(97/11) 徳陽シティ銀行 　【1,192】 ● 金融機関への資本注入制度創設(98/12)

(98/5) みどり銀行 　【7,719】 ● 特別公的管理制度の導入

(98/5) 福徳銀行・なにわ銀行* 　【---】 ● 金融整理管財人・ブリッジバンク制度
(98/10) 日本長期信用銀行** 　【32,350】 の導入
(98/12) 日本債券信用銀行** 　【31,414】 ● 金融機関への資本増強制度

(98/10)

(99/4) 国民銀行***　【1,749】

(99/5) 幸福銀行***　【4,847】

(99/6） 東京相和銀行***　【6,845】

（99/8） なみはや銀行***　【6,299】

（99/10） 新潟中央銀行***　【3,556】 (99年答申・2000年法改正)

● 多様な破綻処理制度の継承・恒久化
（00/12） 信用組合関西興銀***　【6,599】 ● 危機的事態における例外措置の整備

● 預金等全額保護の原則廃止　　　(02/4)

91～

00 計

(注1)

(注2)

(注3)

(注4) 金銭贈与額は、事後の減額措置等によって異同することがある。

99

5

124

主な個別破綻事例（年/月）と
処理コスト【金銭贈与額：億円】

2000

98

97

96

95

94

71～
90 計

セイフティ・ネットの整備（年/月）

6

4

日本長期信用銀行の処理では、上記の金銭贈与32,350億円の他に、金融再生勘定から3,775億円の損失補填がなされ
ている。同様に、日本債券信用銀行の破綻処理では、上記の金銭贈与31,414億円の他に、金融再生勘定から951億円の損
失補填がなされている。

破綻件数は、預金保険の発動を伴う破綻処理事例を破綻公表日ベースで集計。個別事例は、銀行破綻のすべてと信
用金庫・信用組合破綻の主要なものを記載。

用いられた破綻処理方式は、営業譲渡・事業譲渡（一部は救済合併）を前提とした資金援助方式が一般的であるが、98
年度以降は新しい処理手法も多用されている。表中、*は特定合併であり、資産買取のみで金銭贈与を伴わない。また
**は特別公的管理、***は金融整理管財人による管理である。

17

30

44

14
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金融システム安定化の方策 ～公的資金注入～
（2007年8月9日現在）

○旧安定化法 （98年2月）

・ 1.8兆円を21行に注入

・ そのうち、1.6兆円は回収済み

○早期健全化法 （98年10月）

・ 8.6兆円を32行に注入

・ そのうち、7.2兆円は回収済み

○預金保険法改正 （01年4月） ← 金融危機対応のため

・ 2.0兆円をりそな銀行に注入（03年6月）

・ そのうち、27億円は回収済み

○金融機関等の組織再編の促進に関する特別措置法 （03年1月）

・ 60億円を関東つくば銀行に注入

○金融機能強化法 （04年8月）

・ 405億円を2つの地域銀行に注入
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主要行格付けの推移 （ムーディーズ）

1988年
(S63)

89年
(H元）

90年
(H2)

91年
(H3)

92年
(H4)

93年
(H5)

94年
(H6)

95年
(H7)

96年
(H8)

97年
(H9)

98年
(H10)

99年
(H11)

2000年
(H12)

01年
(H13)

02年
(H14)

03年
(H15)

04年
(H16)

05年
(H17)

06年
(H18)

07年
(H19)

Aaa
一勧　富士
三菱　住友
興銀

一勧　富士
三菱　住友
興銀

興銀 Aaa

Aa 1
三和
三菱信
住友信

三和
三菱信
住友信

一勧　富士
三菱　三和
住友

一勧　三菱
三和 Aa 1

Aa 2
東海　東京
長銀
三井信

東海　東京
長銀
三井信

東京
三菱信
住友信

東京　興銀 東京三菱 東京三菱

みずほ 三
菱ＵＦＪ 三
菱ＵＦＪ信託
三井住友
みずほｺｰﾎﾟ
みずほ信

Aa 2

Aa 3
安田信
東洋信

大和
安田信
東洋信

さくら　大和
東海　　三井
信　東洋信

富士　あさひ
住友　大和
東海

一勧　富士
三菱　三和
住友　大和
東京　興銀

三菱　三和
東京　興銀

三菱　三和
東京

三菱　三和
東京

三和
日本信

三和
日本信

住友信 Aa 3

A 1
長銀
安田信

さくら
三菱信
東洋信
住友信

さくら　あさひ
東海

一勧　富士
住友

一勧　富士
住友　興銀

一勧　富士
住友　興銀

一勧　富士
住友　興銀

一勧　富士
住友

東京三菱
三和

みずほ 東
京三菱　Ｕ
ＦＪ　　三井
住友
みずほｺｰ
ﾎﾟ
三菱信　み
ずほ信　Ｕ
ＦＪ信

みずほ 三
菱ＵＦＪ 三
菱ＵＦＪ信
託　三井住
友 みずほ
ｺｰﾎﾟ  みず
ほ信

みずほ 三菱
ＵＦＪ 三菱Ｕ
ＦＪ信託　三
井住友 みず
ほｺｰﾎﾟ  みず
ほ信

りそな信託
りそな
埼玉りそな
中央三井信

A 1

A 2
長銀
三井信
安田信

長銀
三菱信
住友信

さくら　あさ
ひ　　東海

さくら　あさ
ひ　　東海

さくら　あさ
ひ　東海
日本信

あさひ　東
海

あさひ　東
海　　　興
銀

住友
日本信

東京三菱 東京三菱 東京三菱 東京三菱 東京三菱 住友信 住友信 住友信
あおぞら
新生

A 2

A 3
三井信
安田信
東洋信

大和　長銀 大和　長銀 大和　長銀 さくら さくら 一勧　興銀
三和　住友
日本信

一勧　富士
興銀   さく
ら　三和
住友   東
海  日本信
三菱信

一勧　富士
興銀     三
和　   三井
住友     東
海  三菱信

みずほ　 Ｕ
ＦＪ　みず
ほｺｰﾎﾟ
三井住友
三菱信
りそな信

みずほ　 Ｕ
ＦＪ　みず
ほｺｰﾎﾟ
三井住友
三菱信
りそな信

りそな信

 りそな信
託
りそな
埼玉りそな

 りそな信託
りそな
埼玉りそな
新生
中央三井信

A 3

Baa1
三菱信
東洋信
住友信

三菱信
住友信

三菱信
東洋信
住友信

大和　長銀
三菱信
東洋信
住友信

大和　長銀
三菱信
東洋信
住友信

さくら    富
士　 あさひ
東海
三菱信
東洋信

一勧　さくら
富士　あさ
ひ　　東海
興銀
三菱信

あさひ
東洋信
安田信

あさひ
東洋信
安田信

みずほｱｾｯ
ﾄ信　ＵＦＪ
信

みずほ信
ＵＦＪ信
住友信
新生
あおぞら

新生
あおぞら
中央三井
信

新生
あおぞら
中央三井
信

あおぞら Baa1

Baa2

拓銀　日債
銀　三井信
安田信　中
央信　日本
信

拓銀　日債
銀　三井信
安田信　中
央信　日本
信

三井信
安田信

三井信
安田信

三井信
安田信

三井信
住友信

長銀
日債銀
安田信
東洋信
住友信

新生
日債銀
住友信

新生
あおぞら
住友信

新生
あおぞら
住友信

りそな
埼玉りそな Baa2

Baa3
拓銀
日債銀
中央信

拓銀
日債銀
中央信

拓銀
日債銀
中央信

大和　長銀
日債銀　安
田信　中央
信

大和
三井信
中央信

大和
中央三井
信

大和
中央三井
信

大和　あさ
ひ　中央三
井信

りそな　埼
玉りそな
中央三井
信

Baa3

＜表の見方＞
預金格付け（長期）、各年は年末時点
Aaa(ﾄﾘﾌﾟﾙｴｰ)　　極めて優れていると判断された
Aa (ﾀﾞﾌﾞﾙｴｰ)　　総合的に優れていると判断された
A　(ｴｰ)　　　　 投資対象として数多くの好材料が認め
　　　　　　　　られ、中級の上位と判断された
Baa(ﾋﾞｰﾀﾞﾌﾞﾙｴｰ) 中級と判断された
Ba (ﾋﾞｰｴｰ)　　　投機的な要素を含むと判断された
B  (ﾋﾞｰ)　　　　好ましい投資対象としての適性さに欠
　　　　　　　　けると判断された
Caa(ｼｰﾀﾞﾌﾞﾙｴｰ)　安全性が低いと判断された
Ca (ｼｰｴｰ)       非常に投機的と判断された
C  (ｼｰ)　　　　 長期債券に対する最も低い格付け
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特別検査

【特別検査とは】

・ 2001年の「改革先行ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」を踏まえ、企業業績や市場のシグナルをタイムリーに反映した適正な債務
者区分及び償却・引当を確保するため、市場の評価に著しい変化が生じている債務者に着目して検査を
実施

⇒ 149債務者に対する与信額12.9兆円について検証

【結果概要】

○ 約半数の71社（7.5兆円）が2001年9月期と比

べて債務者区分が下位に移り、そのうち34社

（3.7兆円）は破綻懸念先以下へ遷移

○ 特別検査の結果、不良債権処分損は1.9兆円

増となった

（2002年3月期）

債務者区分 先数 金額 債務者区分 先数 金額

正常先 ３５ ２．４

要管理先 ４５ ４．２

要管理先 ４３ ３．２

（単位：兆円）

要注意先

破綻懸念先
以下

３４ ３．７

３５ ２．６

６．４

正常先

2001年9月期 2002年3月期

要注意先

５６

５０ ３．２
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金融再生プログラム
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○ 金融再生プログラム（平成14年10月30日)

「平成16年度には、主要行の不良債権比率を現状（14年3月期:8.4％）の半分程度に低下させ、問題の正常化を図る」

○ 金融再生プログラム（平成14年10月30日)

「平成16年度には、主要行の不良債権比率を現状（14年3月期:8.4％）の半分程度に低下させ、問題の正常化を図る」

(注) 計数は金融再生法開示債権ベース。

半減目標達成半減目標達成
1.5%1.5%

1.8%
2.4%

4.7%

5.2%

2.9%

8.4%

8.1%
7.2%

6.5%

4.0%

4.4%4.5%
5.2%

5.5%
6.3%

6.9%
7.5%

7.8%
8.3%

8.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

8.0%

9.0%

14年3月期 15年3月期 16年3月期 17年3月期 18年3月期 19年3月期

不良債権処理の進捗状況

主要行

地域銀行
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